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国民健康保険事業特別会計 

 

 

歳入決算額 35,746,142千円 

歳出決算額 35,717,627千円 

差引残額  28,515千円 

 

 

 

 

国民健康保険事業は、被用者保険等の他の医療保険制度に比べ低所得者や高齢者の加

入割合が高いという構造的問題及び、近年の医療技術の高度化に伴う医療費の増加など

により、厳しい財政状況となっている。 

平成 26年度は、保険料の収納率向上対策の強化により、一定の収納率を確保し、健全

な財政運営に努めた。一方、増加する医療費に対応するため、レセプト点検の充実・強

化、特定健康診査・特定保健指導の実施、ジェネリック医薬品使用促進や医療費の通知

及び、適正受診の周知徹底を図るなど、医療費適正化対策の推進に努めた。 
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（歳  入） 

（款） １ 保険料 （項） １ 保険料 

  

国民健康保険料の収入状況は、次のとおりである。 

（単位：千円、％） 

区      分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 

還 付 

未済額 

(再掲) 

収入未済額 

収  納  率 

26 年度 25 年度 

対調定 対調定 

一 

般

分 

医療給付費現年賦課分 4,465,230 4,818,346 4,393,835 3,245 424,511 91.2 90.8 

後期高齢者支援金現年賦課分 1,280,990 1,380,169 1,260,251 940 119,918 91.3 90.8 

介護納付金現年賦課分 509,272 526,469 469,635 326 56,833 89.2 89.2 

医療給付費滞納繰越分 129,743 1,104,782 188,525 140 693,949 17.1 15.3 

後期高齢者支援金滞納繰越分 34,617 291,693 51,351 39 180,622 17.6 15.9 

介護納付金滞納繰越分 16,911 141,438 23,414 12 87,710 16.6 15.7 

計  6,436,763 8,262,897 6,387,011 4,702 1,563,543 77.3 77.4 

退

職

分 

医療給付費現年賦課分 162,500 271,914 259,524 33 12,390 95.4 94.5 

後期高齢者支援金現年賦課分 46,638 77,385 73,880 9 3,505 95.5 94.5 

介護納付金現年賦課分 45,858 75,203 72,033 17 3,170 95.8 94.6 

医療給付費滞納繰越分 3,984 36,070 6,720 0 23,360 18.6 19.4 

後期高齢者支援金滞納繰越分 1,157 10,016 1,860 0 6,500 18.6 19.1 

介護納付金滞納繰越分 1,081 9,548 1,871 0 6,084 19.6 20.0 

計  261,218 480,136 415,888 59 55,009 86.6 84.3 

計 

医療給付費現年賦課分 4,627,730 5,090,260 4,653,359 3,278 436,901 91.4 90.9 

後期高齢者支援金現年賦課分 1,327,628 1,457,554 1,334,131 949 123,423 91.5 90.9 

介護納付金現年賦課分 555,130 601,672 541,668 343 60,003 90.0 89.7 

医療給付費滞納繰越分 133,727 1,140,852 195,245 140 717,309 17.1 15.4 

後期高齢者支援金滞納繰越分 35,774 301,709 53,211 39 187,122 17.6 16.0 

介護納付金滞納繰越分 17,992 150,986 25,285 12 93,794 16.7 16.0 

計  6,697,981 8,743,033 6,802,899 4,761 1,618,552 77.8 77.7 

 

（款） ３ 国庫支出金 （項） １ 国庫負担金 

 

国庫負担金の収入状況は、次のとおりである。 

区   分 負担率 負担金受入額 備  考 

療養給付費等負担金 32/100 6,855,026千円  

高額医療費共同事業負担金 1/4  226,969千円  

特定健康診査等負担金 1/3  38,976千円  

合   計  7,120,971千円  
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（款） ３ 国庫支出金 （項） ２ 国庫補助金 

国庫補助金の収入状況は、次のとおりである。 

区     分 補助率 補助金受入額 備  考 

財政調整 

交 付 金 

普通調整交付金 7/100 2,521,240千円  

特別調整交付金 2/100 488,712千円  

合     計  3,009,952千円  

 

 

（款） ４ 療養給付費等交付金 （項） １ 療養給付費等交付金 

 

本年度は療養給付費交付金として 1,586,711千円の収入があった。 

（Ａ）退職者医療等負担額 （Ｂ）保険料等収入額 
（Ｃ）被用者保険等拠出対象額 

（Ａ）－（Ｂ） 

2,430,013千円 708,649千円 1,721,364千円 

 

（Ｄ）交付額 （Ｅ）過年度精算額 受入額（Ｄ）＋（Ｅ） 
27年度追加交付予定額 

（Ｃ）－（Ｄ） 

1,586,711 千円 0千円 1,586,711千円 134,653千円 

 

 

（款） ５ 前期高齢者交付金 （項） １ 前期高齢者交付金 

 

本年度は前期高齢者交付金として 6,644,452千円の収入があった。 

（Ａ）概算額 （Ｂ）過年度精算額 受入額（Ａ）＋（Ｂ） 

7,167,577 千円 ▲523,125 千円 6,644,452千円 
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（款） ６ 県支出金 （項） １ 県負担金 

県負担金の収入状況は、次のとおりである。 

区     分 負 担 率 負担金受入額 備  考 

高額医療費共同事業負担金 1/4 226,969千円  

特定健康診査等負担金 1/3  35,658千円  

合     計  262,627千円  

 

（款） ６ 県支出金 （項） ２ 県補助金 

県補助金の収入状況は、次のとおりである。 

区   分 補 助 率 補助金受入額 備  考 

県財政調整交付金 9/100 1,766,434千円  

後発医薬品普及促進対策事業補助金 10/10     399千円  

合     計  1,766,833千円  

  

（款） ７ 共同事業交付金    （項） １ 共同事業交付金 

本年度は、主に高額医療費共同事業交付金として 868,225 千円、保険財政共同安定化事業

交付金として 4,167,674 千円の収入があった。 

（款） ８ 財産収入 （項） １ 財産運用収入 

 

本年度は、国民健康保険財政調整積立基金の預金利息として 26千円の収入があった。 

 

（款） ９  繰入金 （項） １ 一般会計繰入金 

 

本年度は、財政安定化支援事業として 671,555千円、保険基盤安定負担金として 1,614,770

千円、事務費等として 550,469 千円など、3,415,475千円を一般会計より繰入れた。 

保険基盤安定制度に

係る繰入金財源内訳 

   国    県   市    計 

139,511 千円 1,071,567千円 403,692千円 1,614,770千円 
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（款） ９  繰入金 （項） ２ 基金繰入金 

 

本年度は、国民健康保険財政調整積立基金より 5,000千円を繰入れた。 

 

区   分 25 年度末基金残高 26 年度基金積立額 26 年度基金繰入額 26 年度末基金残高 

国民健康保険 

財政調整積立基金 
32,088千円 26千円 5,000千円 27,114千円 

 

 

（款） １０ 繰越金 （項） １ 繰越金 

 

前年度からの繰越金は、17,234 千円であった。 

 

（款） １１ 諸収入 （項） ３ 雑入 

 
雑入 64,894 千円は、第三者納付金 46,617千円がその主なものであった。 
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（歳  出） 

（款） ２ 保険給付費 （項） １ 療養諸費 

 

療養諸費の主な支出状況は、次のとおりである。 

区  分 項  目 
診療件数 

（件） 

費用額 

（千円） 

保険者 

負担額 

（千円） 

被保険者１人当た

り 費 用 額（円） 

被保険者１人当た

り診療件数（件） 

26年度 25年度 26年度 25年度 

一 般 

被保険者分 

療養給付費 1,184,318 26,795,564 19,550,907 351,662 346,022 15.54 15.18 

療 養 費 37,974 343,821 253,564 4,512 4,339 0.50 0.47 

計 1,222,292 27,139,385 19,804,471 356,174 350,361 16.04 15.65 

退 職 

被保険者等分 

療養給付費 56,656 1,326,679 940,531 477,223 459,103 20.38 17.85 

療 養 費 1,699 15,724 11,122 5,656 5,427 0.61 0.53 

計 58,355 1,342,403 951,653 482,879 464,530 20.99 18.38 

計 

療養給付費 1,240,974 28,122,243 20,491,438 356,081 350,021 15.71 15.27 

療 養 費 39,673 359,545 264,686 4,553 4,377 0.50 0.48 

計 1,280,647 28,481,788 20,756,124 360,634 354,398 16.22 15.75 

 

（款） ２ 保険給付費 （項） ２ 高額療養費 

 

高額療養費の支出状況は、次のとおりである。 

区  分 件 数 高額療養費支給額 

１件当たり高額療養費支給額 

26年度 25年度 

一般被保険者分 35,100件 2,669,885千円 76,065円 77,972円 

退職被保険者等分 1,199 件 151,761千円  126,573円  109,072円 

計 36,299件 2,821,646千円 77,733円 79,269円 
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（款） ２ 保険給付費 （項） ４ 出産育児諸費 

 

出産育児一時金等の支出状況は、次のとおりである。 

件   数 金   額 備        考 

 419 件 175,820 千円 出生１人当たり支給額 420 千円※ 

※産科医療補償制度未加入の医療機関で出産した場合は、390 千円 

（款） ２ 保険給付費 （項） ５ 葬祭諸費 

 

葬祭費の支出状況は、次のとおりである。 

件   数 金   額 備        考 

337件 10,110千円 １件当たり支給額 30千円 

 

（款） ３ 後期高齢者支援金等 （項） １ 後期高齢者支援金等 

 

後期高齢者支援金等として 4,167,287千円を支出した。 

  

（款） ４ 前期高齢者納付金等 （項） １ 前期高齢者納付金等 

 

前期高齢者納付金等は、次のとおりである。 

区    分 納付金及び拠出金額 

前期高齢者納付金 2,958千円 

前期高齢者事務費拠出金  296千円 

計 3,254千円 
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（款） ５ 老人保健拠出金 （項） １ 老人保健拠出金 

 

老人保健拠出金として、156 千円を支出した。 

（款） ６ 介護納付金 （項） １ 介護納付金 

 

介護納付金として、1,808,858 千円を支出した。 

 

 

 

（款） ７ 共同事業拠出金 （項） １ 共同事業拠出金 

 

高額医療費共同事業拠出金として、904,410 千円、保険財政共同安定化事業拠出金として

3,901,250 千円を支出した。 

 

（款） ８ 保健事業費 （項） １ 特定健康診査等事業費 

 

特定健康診査等事業費として、181,497千円を支出した。 

区   分 受診者・利用者数 受診率・利用率 

特定健康診査 17,219人 34.3％ 

特定保健指導   98人  4.3％ 

                                     ※H27.8 月末時点速報値 

 

（款） ８ 保健事業費 （項） ２ 保健事業費 

 

はり、灸及びあん摩マッサージ施術事業費として 26,695千円を支出した。 
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競輪事業特別会計 

 

 

歳入決算額 15,645,826千円 

歳出決算額 15,068,245千円 

差引残額    577,581千円 

 

 

本年度は、久留米競輪場において久留米競輪開設 65周年記念競輪（第 21回中野カップ

レース）を開催した。この 65周年記念競輪で、40競輪場（九州 5場・他 35場）の臨時場

外場等の協力により、6,405,156 千円の車券を売り上げた。 

また、ナイター競輪を 13節 39日間にわたり開催し、7,408,747 千円の車券を売り上げ

たことなどから、平成 26年度の車券売上高は 14,649,950千円となった。 

なお、久留米競輪基金及び久留米競輪場施設等改善基金に 260,774千円を積立てるとと

もに、一般会計に対し、120,000 千円の収益金を繰り出した。 

（歳  入） 

 

（款） １ 競輪事業収入      （項） １ 競輪事業収入 

 

車券売上 14,649,950 千円、入場料等 8,241千円、合計 14,658,191千円を収入した。 

 

（款） ２ 財産収入        （項） １ 財産運用収入 

 

久留米競輪場臨時場外発売施設貸与料 140,468 千円、売店使用料等 2,575 千円、合計

143,043 千円を収入した。 

 

（款） ３ 繰 越 金       （項） １ 繰 越 金 

 

前年度からの繰越金は 577,883 千円であった。 

 

（款） ４ 諸 収 入       （項） ２ 雑 入 

 

臨時場外車券発売所設置による臨時場外業務協力費、事務協力費等 260,734 千円を収入した。 

 

（款） ５ 国庫支出金       （項）  １ 国庫補助金 

 

競輪場施設耐震改修事業に係る国庫補助金 5,975千円を収入した。 
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（歳  出） 

 

（款） １ 総務費        （項） １ 総務管理費 

 

主なものは、自転車競技法に定められた車券売上高による交付率に基づく公益財団法人 

ＪＫＡ交付金であり、281,656 千円を交付した。 

 

交 付 先 名 称 交  付  金 

公益財団法人ＪＫＡ 

第１号交付金 136,082千円 

第２号交付金  104,710千円 

第３号交付金  40,864千円 

合 計  281,656千円 

 

 

 

（款） ２ 事業費        （項） １ 事業費 

 

市営競輪を開催し、車券発売に必要となる経費のうち主なものは次のとおりである。 

 

臨時職員賃金  121,168千円 

報償費  541,832千円 

印刷製本費  6,270千円 

広告料  83,592千円 

委託料  1,331,107千円 

（うちＪＫＡ競技実施委託料  228,822千円） 

使用料及び賃借料  487,811千円 

負担金  281,002千円 

（久留米競輪開設 65周年記念競輪 場外開催事務協力費等） 

払戻金  10,937,034千円 
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（款） ３ 諸支出金        （項） １ 一般会計繰出金 

 

本年度開催による収益金のうち 120,000千円を一般会計に繰り出した。 

なお、一般会計繰出金の状況は、次のとおりである。 

                                  （単位：千円、％） 

年度 繰出金 対前年度増減額 車券売上高に対する割合  

平成 21年度 

平成 22年度 

平成 23年度 

平成 24年度 

平成 25年度 

平成 26年度 

100,000 

10,000 

10,000 

100,000 

100,000 

120,000 

△100,000 

△90,000 

0 

90,000 

0 

20,000 

0.94   

0.08    

0.07   

0.71    

  0.64    

  0.82    

 

 

＊＊車券売上高及び一般会計繰出金の推移＊＊ 

143.6 143.7
134.6

127.8

140.4 140.6
146.5
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                           （ 凡例）  

                            車券売上高   

                            一般会計繰出金 

 

(年度) 

(単位：億円) 
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中央卸売市場事業特別会計 

 

 

歳入決算額 358,979千円 

歳出決算額 347,340千円 

差引残額   11,639千円 

 

 

本事業は、生鮮食料品等の流通の円滑化及び食生活の安定に資するとともに、集分

荷機能の充実、取引の適正化を推進するため、中央卸売市場の運営にあたり、より一

層の健全化に努めた。 

 

（歳  入） 

歳入は、売上高使用料 41,989 千円、施設使用料 103,458 千円、一般会計繰入金

69,072 千円、及びその他 144,460 千円である。 

 

（歳  出） 

歳出は、施設管理費等 169,543 千円、施設整備費 82,304 千円及び公債費 95,493 千

円である。 

 

（１）本年度における市場施設整備事業債の償還状況は、次のとおりである。 

区       分 
公  債  償  還  額 平成 26 年度末 

未 償 還 額 元 金 利 子 計 

中央卸売市場施設整備事業債 76,043 千円 19,450 千円 95,493 千円 973,183 千円 

（２）前年度との取扱高比較は次のとおりである。 

区  分 
水 産 物 部 青 果 部 

取 扱 量 取 扱 金 額 取 扱 量 取 扱 金 額 

平成 25 年度 5,984 ｔ 5,420,126 千円 45,513 ｔ 9,015,034 千円 

平成 26 年度 5,567 ｔ 5,460,298 千円 42,529 ｔ 8,556,123 千円 

増 減 ▲417 ｔ 40,172 千円 ▲2,984 ｔ ▲458,911 千円 

増 減 率 ▲7.0％ 0.7％ ▲6.6％ ▲5.1％ 
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住宅新築資金等貸付事業特別会計 

 

 

歳入決算額            80,535千円 

歳出決算額            3,464千円 

差引残額             77,071千円 

 

 

 

住宅新築資金等貸付金の回収を行うとともに、貸付金の財源となった市債の償還を

行った。 

 

 

（歳  入） 

歳入は、貸付金元利収入 10,406 千円、県補助金 15,079 千円及びその他 55,050 千円で

ある。 

 

（歳  出） 

歳出は、公債費 3,166 千円及びその他 298千円である。 
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市営駐車場事業特別会計 

 

 

歳入決算額 41,761千円 

歳出決算額 33,456千円 

差引残額  8,305千円 

 

 

 

久留米市営駐車場である広又駐車場、小頭町公園駐車場、東町公園駐車場については、

指定管理者制度による管理運営により、市民サービスの向上、管理運営コストの縮減、

及び経営の健全化に努めた。また、ＪＲ久留米駅西口駐車場については、施設管理委託

を行うなど、適切な管理・運営に努めた。 

 

（歳  入） 

歳入の主なものは、ＪＲ久留米駅西口駐車場の施設使用料 35,538 千円、市営駐車場整

備基金利子 71千円、繰越金 3,147千円、指定管理者からの納付金 1,868千円である。 

 

（歳  出） 

歳出の主なものは、ＪＲ久留米駅西口駐車場管理業務委託料 5,921千円、小頭町公園

駐車場耐震診断業務委託料 2,268 千円、東町公園駐車場シャッター改修工事 2,138 千円、

市営駐車場整備基金への積立金 16,548千円、ＪＲ久留米駅西口駐車場整備にかかる公営

企業債元利償還金 1,798 千円である。 

なお、本年度における駐車場の利用状況は、次のとおりである。 

区    分 広 又 駐 車 場 小頭町公園駐車場 東町公園駐車場 

収 容 台 数 15台 100台 92台 

主な料金 
一 般 駐 車 

60分ごとに 100円 60分ごとに 100円 40分ごとに 100円 

入庫から 12時間 

  までは 500円 

入庫から 10時間 

  までは 500円 

入庫から 6時間 

 までは 500円 

月 極 駐 車 ― 1月 9,250円 1月 15,420円 

利 用 実 績 
台 数 延 10,916台 延 51,020台  延 48,049台  

１ 日 平 均 30 台 140 台 132 台 
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区    分 ＪＲ久留米駅西口駐車場 

収 容 台 数 254台 

主な料金 
一 般 駐 車 

60分ごとに 100円 

入庫から 24時間 

  までは 500円 

月 極 駐 車 １月 10,000円 

利 用 実 績 
台 数 延 80,113台 

１ 日 平 均 228 台 
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介護保険事業特別会計 

 

 

歳入決算額          23,416,385 千円 

歳出決算額          23,009,754 千円 

差引残額            406,631千円 

 

 

本年度は、第 5期介護保険事業計画の最終年度であった。第 5期計画を、第 3期、第

4期計画の延長線上に位置付け、引き続き、健康づくり及び介護予防の推進、地域での

自立した生活の支援、地域包括ケアの推進等を柱として、高齢者が住み慣れた地域でい

きいきと暮らしていくための介護予防事業、包括的支援事業、任意事業などの地域支援

事業を行った。 

 

 

（歳  入） 

 

（款） １ 保険料            （項） １ 介護保険料 

 

介護保険料の収入状況は、次のとおりである。 

（単位：千円、％） 

区      分 予算現額 調定額 収入済額 
還付未済額 

(再掲) 
収入未済額 

収納率 

(対調定) 

現 年 

賦 課 分 

特別徴収 － 4,023,801 4,031,308 7,507 ▲7,507 100.2 

普通徴収 － 586,260 508,691 585 77,569 86.8 

計 4,456,478 4,610,061 4,539,999 8,092 70,062 98.5 

滞納繰越分 普通徴収 20,031 145,084 24,206 47 72,410 16.7 
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（款） ３ 国庫支出金          （項） １ 国庫負担金 

 

国庫負担金の収入状況は、次のとおりである。 

区  分 負担率 負担金受入額 備   考 

介護給付費負担金 20/100 4,078,253 千円 施設等分の負担率は 15/100 

 

（款） ３ 国庫支出金          （項） ２ 国庫補助金 

 

国庫補助金の収入状況は、次のとおりである。 

区     分 補助率 補助金受入額 備   考 

調整交付金 5.80/100 1,252,973 千円  

地域支援事業交付金 

(介護予防事業) 25/100 22,853 千円  

地域支援事業交付金 

(包括的支援事業・任意事業) 39.5/100 113,027 千円  

介護保険事業費補助金 1/2 11,676 千円  

合     計  1,400,529 千円  

 

 

（款） ４ 支払基金交付金        （項） １ 支払基金交付金 

 

支払基金交付金の収入状況は、次のとおりである。 

区     分 負担率 交付金受入額 備   考 

介護給付費交付金 29/100 6,370,970 千円  

地域支援事業支援交付金 29/100 26,508 千円  

合     計  6,397,478 千円  

 

 

（款） ５ 県支出金           （項） １ 県負担金 

 

県負担金の収入状況は、次のとおりである。 

区  分 負担率 負担金受入額 備   考 

介護給付費負担金 12.5/100 3,094,731 千円 施設等分の負担率は 17.5/100 
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（款） ５ 県支出金           （項） ２ 県補助金 

  

県補助金の収入状況は、次のとおりである。 

区     分 補助率 補助金受入額 備   考 

地域支援事業交付金 

(介護予防事業) 
12.5/100 11,426 千円  

地域支援事業交付金 

(包括的支援事業・任意事業) 
19.75/100 56,514 千円  

合     計  67,940 千円  

 

 

（款） ７ 繰入金            （項） １ 一般会計繰入金 

 

本年度は、介護給付費市負担金として 2,714,193千円、地域支援事業費市負担金として

68,794 千円、事務費等として 680,284千円、合計 3,463,271 千円を一般会計より繰入れた。 

  

（款） ８ 繰越金            （項） １ 繰越金 

 

前年度からの繰越金は、321,691 千円であった。 
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（歳  出） 

（款） ２ 保険給付費         （項） １ 介護サービス等諸費 

 

介護サービス等諸費の支出状況は、次のとおりである。 

区    分 件 数 給 付 額 

居宅介護サービス給付費 156,096 件 8,271,024 千円 

地域密着型介護サービス給付費 21,767 件 4,736,755 千円 

施設介護サービス給付費 20,125 件 5,386,205 千円 

居宅介護福祉用具購入費 709 件 20,232 千円 

居宅介護住宅改修費 683 件 61,047 千円 

居宅介護サービス計画給付費 65,064 件 868,716 千円 

合    計 264,444 件 19,343,979 千円 

 

 

（款） ２ 保険給付費         （項） ２ 介護予防サービス等諸費 

 

介護予防サービス等諸費の支出状況は、次のとおりである。 

区    分 件 数 給 付 額 

介護予防サービス給付費 41,701 件 999,551 千円 

地域密着型介護予防サービス給付費 885 件 62,414 千円 

介護予防福祉用具購入費 310 件 7,616 千円 

介護予防住宅改修費 417 件 39,676 千円 

介護予防サービス計画給付費 29,277 件 124,537 千円 

合    計 72,590 件 1,233,794 千円 

 

 

（款） ２ 保険給付費           （項） ３ 高額介護サービス等費 

 

高額介護サービス等費の支出状況は、次のとおりである。 

区    分 件 数 給 付 額 

高額介護サービス費 40,161 件 403,179 千円 

高額介護予防サービス費 412 件 479 千円 

高額医療合算介護サービス費 1,743 件 51,983 千円 

高額医療合算介護予防サービス費 40 件 357 千円 

合    計 42,356 件 455,998 千円 
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（款） ２ 保険給付費          （項） ４ 特定入所者介護サービス等費 

 

特定入所者介護サービス等費の支出状況は、次のとおりである。 

区    分 件 数 給 付 額 

特定入所者介護サービス費 20,280 件 691,400 千円 

特定入所者介護予防サービス費 41 件 174 千円 

合    計 20,321 件 691,574 千円 

 

 

 

（款） ２ 保険給付費         （項） ５ 諸費 

 

諸費の支出状況は、次のとおりである。 

区    分 件 数 支 出 額 

審 査 支 払 手 数 料 334,233 件 12,256 千円 

 

（款） ３ 地域支援事業費       （項）  １ 介護予防事業費 

 

介護予防事業費の支出状況は、次のとおりである。 

区    分 支 出 額 

通所型介護予防事業 40,002 千円 

介護予防ホームヘルプ事業 909 千円 

介護予防高齢者配食サービス事業 738 千円 

介護予防訪問相談事業 2,271 千円 

介護予防普及啓発事業 18,864 千円 

地域介護予防活動支援事業 3,457 千円 

介護予防二次予防事業対象者把握事業 18,613 千円 

合    計 84,854 千円 
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（款） ３ 地域支援事業費          （項）  ２ 包括的支援事業・任意事業費 

 

  包括的支援事業・任意事業費の支出状況は、次のとおりである。 

区    分 支 出 額 

地域包括支援センター運営事業 261,882 千円 

生活支援ショートステイ事業 246 千円 

給付適正化事業 6,460 千円 

成年後見・相談事業 448 千円 

高齢者配食サービス事業 9,344 千円 

家族介護支援事業 1,536 千円 

介護用品支給事業 10,038 千円 

住宅改修支援事業 436 千円 

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業 2,621 千円 

介護サービス事業者支援事業 935 千円 

認知症ケアスタッフ支援事業 749 千円 

合    計 294,695 千円 

 

（款） ４ 基金積立金          （項）  1 基金積立金 

 

介護給付費準備基金積立金として、772千円を支出した。 
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簡易水道事業特別会計 

 

 

歳入決算額            24,916千円 

歳出決算額            24,694千円 

差引残額             222千円 

 

 

公衆衛生の向上と良好な生活環境の確保のため、簡易水道施設の維持管理に努めた。 

また、下水道の管渠布設工事に伴う簡易水道管の移設及び砂防ダム建設に伴う簡易水道施

設の移設を行った。 

 

（歳  入） 

歳入は、工事負担金 1,779 千円、簡易水道使用料 5,882 千円、一般会計繰入金 4,000 千

円、簡易水道管移設工事補償金 12,928千円及びその他 327千円である。 

 

（歳  出） 

歳出は、施設維持管理委託料 2,322千円、水質検査委託料 1,220千円、施設修繕料 2,009

千円、簡易水道管移設業務等委託料 8,887千円、簡易水道施設移設工事費 5,969千円、公

債費 3,060千円及びその他 1,227 千円である。 

 

◇給水戸数 

区   分 竹野地区 石垣地区 合  計 

平成 25年度 319 戸 119 戸 438 戸 

平成 26年度 138 戸 116 戸 254 戸 

増   減 ▲181 戸 ▲3 戸 ▲184 戸 
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地方卸売市場事業特別会計 

 

 

歳入決算額 19,105千円 

歳出決算額                      7,903 千円 

差引残額  11,202千円 

 

 

花木等の流通の円滑化を図り、集分荷機能の充実、取引の適正化を推進するとともに、

管理運営の健全化に努めた。 

 

（歳  入） 

歳入は、施設使用料 6,628 千円及びその他 12,477千円である。 

 

（歳  出） 

歳出は、施設管理費等 7,903 千円である。 

 

前年度との取扱高比較は次のとおりである。 

区  分 
花 木 類 

取 扱 量 取 扱 金 額 

平成 25 年度 18,956 ｔ 498,145 千円 

平成 26 年度 18,408 ｔ 483,755 千円 

増 減 ▲548 ｔ ▲14,390 千円 

増 減 率 ▲2.9％ ▲2.9％ 
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農業集落排水事業特別会計 

 

歳入決算額 703,209千円 

歳出決算額 680,249千円 

差引残額           22,960 千円 

 

 

本事業は、富本・隈・西郷地区の生活排水処理施設を整備することにより、農業用

排水の水質保全と機能維持や農村環境の改善を図ることを目的に、排水処理施設の適

正な維持管理に努めた。 

また、本年度は富本地区を供用開始し、併せて西郷地区 20.2haを整備した。 
 

（歳  入） 

歳入は、受益者分担金 18,505 千円、施設使用料 71,947 千円、国庫補助金 182,450

千円、県補助金 11,500 千円、一般会計繰入金 118,000 千円、市債 271,200 千円及びそ

の他 29,607千円である。 
 

（歳  出） 

歳出は、総務管理費 33,299 千円、施設管理費 56,802 千円、施設建設費 483,873 千

円及び公債費 106,275 千円である。 
 

◇整備状況 

地  区  名 整備区域面積 計画人口 供用開始日 

田主丸 

三明寺・善院地区 31.7 ha 1,490 人 平成 10 年 3 月 30 日 

柴 刈 地 区 59.5     3,360  平成 16 年 3 月 30 日 

富本・隈・西郷地区 55.1 ※１ 2,230   平成 25 年 4 月 1 日※２ 

北 野 
赤 司 地 区 25.3     1,410  平成 10 年 5 月 1 日 

南 部 地 区 21.5     1,280  平成 12 年 3 月 29 日 

計      9,770   

 ※１ 富本・隈・西郷地区については、全体計画面積 

 ※２ 富本・隈・西郷地区については、隈・富本地区を供用開始 
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◇水洗化普及状況 

平成 26年度末 水洗化可能戸数 （Ａ） 1,900戸 

平成 25年度末 水洗化済戸数 （Ｂ） 1,346戸 

平成 26年度中 水洗化済戸数 （Ｃ） 110戸 

平成 26年度末 水洗化済戸数 （Ｂ）＋（Ｃ）＝（Ｄ） 1,456戸 

水 洗 化 率 （Ｄ）／（Ａ）＝（Ｅ）    76.6％ 
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特定地域生活排水処理事業特別会計 

 

 

歳入決算額 206,783千円 

歳出決算額 193,937千円 

差引残額  12,846千円 

 

 

本事業は、水質汚濁の原因である生活排水を適正に処理し、快適で豊かな生活を営

むことを目的に、合併処理浄化槽の整備及び適正な維持管理に努めた。 

（歳  入） 

歳入は、受益者分担金 3,276 千円、浄化槽使用料 99,147 千円、国庫補助金 11,830

千円、県補助金 2,555 千円、一般会計繰入金 32,000 千円、基金繰入金 15,074 千円、

市債 29,300千円及びその他 13,601千円である。 

（歳  出） 

歳出は、総務管理費 16,059 千円、施設管理費 97,989 千円、施設建設費 47,639 千円

及び公債費 32,250 千円である。 

◇計画の概要 

地  区  名 整備区域面積 計画人口 供用開始日 

城島地区 1,758.0 ha 14,000人 平成 13年 5月 25日 

◇平成 26年度の整備状況 

5人槽 7基 8～10 人槽 1基   21～30人槽 1基 

6～7 人槽 11基 11～20人槽 0基 31～50人槽   2基 

 計   22基 

◇合併処理浄化槽整備状況 

整備目標基数   4,000基 

平成 26年度末までの整備基数 1,812基 

整備率    45.3% 
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後期高齢者医療事業特別会計 

 

 

歳入決算額 3,829,748千円 

歳出決算額 3,731,388千円 

差引残額  98,360千円 

 

 

 

本事業は、制度の運営主体である福岡県後期高齢者医療広域連合との役割分担にもと

づき、保険料の徴収、保険給付等の申請窓口業務を担った。 

 

（歳  入） 

 

（款） １ 保険料            （項） １ 保険料 

 

後期高齢者医療保険料の収入状況は、次のとおりである。 

（単位：千円、％） 

区      分 予算現額 調定額 収入済額 
還付未済額 

(再掲) 
収入未済額 

収納率 

(対調定) 

現 年 賦 課 分 2,731,911 2,796,364 2,780,174 12,916 16,190 99.4％ 

滞 納 繰 越 分 15,518 46,609 15,770 78 22,544 33.8％ 

計 2,747,429 2,842,973 2,795,944 12,994 38,734 98.3％ 

 

 

（款） ３ 繰入金            （項） １ 一般会計繰入金 

 

本年度は、広域連合事務費分として 64,628 千円、保険基盤安定制度繰入分として

806,912 千円、事務費等として 81,635 千円、合計 953,175 千円を一般会計より繰り入れ

た。 

保険基盤安定制度に 

係る繰入金財源内訳 

国 県 市 計 

0 千円 605,184 千円 201,728 千円 806,912 千円 



－ 156 － 

（歳  出） 

（款） １ 総務費             （項） ２ 徴収費 

 

 

後期高齢者医療保険料の徴収に係る費用として 10,438千円を支出した。 

 

（款） ２ 後期高齢者医療広域連合納付金  （項） １ 後期高齢者医療広域連合納付金 

 

3,640,833千円を納付金として福岡県後期高齢者医療広域連合に納付した。 

内  訳 金  額 

保険料負担分 2,769,293 千円 

広域連合事務費分 64,628 千円 

保険基盤安定負担分 806,912 千円 

計 3,640,833 千円 

 



－ 157 － 

 
母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

 

 

歳入決算額 184,603千円 

歳出決算額           81,093千円 

差引残額           103,510千円 

 

 

本事業は、20 歳未満の子どもを扶養するひとり親家庭及び寡婦等に母子父子寡婦福

祉資金の貸付を行うことにより、経済的自立支援及び生活意欲の助長を図ることを目

的としている。そのため、修学資金や就学支度資金などの貸付を実施し、ひとり親家

庭及び寡婦等の生活安定を図ることにより、その子どもの福祉の向上に努めるもので

ある。 
 

（歳  入） 

歳入は、貸付金元利収入 92,287千円、その他 92,316千円である。 
 

（歳  出） 

歳出は、貸付金 79,980 千円、貸付事業事務費 1,113千円である。 
 

◇母子父子寡婦福祉資金貸付状況 
 

資 金 区 分 件数 金額（千円） 

事 業 開 始 0         0 

 事 業 継 続 0     0 

 修     学   143（59） 44,760 

 技 能 習 得    1（1） 420 

修     業    2（1） 960 

生     活    21（17） 5,720 

 就 学 支 度    80（80） 28,120 

 住     宅 0 0 

 就 職 支 度 0 0 

転     宅 0 0 

医 療 介 護 0 0 

 結     婚 0 0 

    計    247（158） 79,980 

     （件数・金額とも新規申込分と継続分の合計。件数の（ ）書きは新規申込分） 
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